
  
 

一

 
 

 

消
費
者
の
財
産
的
被
害
の
集
団
的
な
回
復
の
た
め
の
民
事
の
裁
判
手
続
の
特
例
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
修
正
案
要

綱 

一 

共
通
義
務
確
認
訴
訟
追
行
の
要
件
の
加
重 

特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
共
通
義
務
確
認
訴
訟
を
追
行
す
る
に
当
た
っ
て
、
見
込
ま
れ
る
対
象
消
費
者
の
数
に
応
じ
て
政

令
で
定
め
る
割
合
以
上
の
当
該
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
係
る
対
象
消
費
者
の
授
権
を
要
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

（
第
三
条
の
二
関
係
） 

二 

遡
及
的
適
用
の
範
囲
の
限
定 

こ
の
法
律
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
締
結
さ
れ
た
消
費
者
契
約
に
関
す
る
請
求
及
び
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
行
わ
れ
た

加
害
行
為
に
係
る
請
求
に
係
る
金
銭
の
支
払
義
務
に
は
、
適
用
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 
 
 

（
附
則
第
二
条
関
係
） 

三 

共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
け
る
和
解
の
柔
軟
化
の
検
討 

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
経
過
し
た
場
合
に
お
い
て
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
共
通
義
務

確
認
訴
訟
に
お
い
て
当
該
共
通
義
務
確
認
訴
訟
の
目
的
で
あ
る
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
義
務
の
存
否
以
外
の
事
項
を
含

め
た
柔
軟
な
和
解
を
可
能
と
す
る
等
紛
争
の
実
情
に
即
し
た
迅
速
、
適
正
か
つ
実
効
的
な
解
決
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う



 

  
 

二

に
す
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

（
附
則
第
三
条
第
一
項
関
係
） 

四 

検
討
年
限
の
短
縮 

三
に
定
め
る
事
項
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
に
つ
い
て
の
検
討
の
年
限
を
施
行
後
三
年
と
す
る
こ
と
。 

（
附
則
第
三
条
第
二
項
関
係
） 


